28　雇止めに関する規定
第○条（従業員の定義）

１．この規則で従業員とは、第○条（採用）に定める手続きを経て採用され会社と雇用契約を締結し、原則として１年以内の期間を定め、月給及び時間給により雇用される者をいう。

第○条（適用範囲）

１．この規則は、次の従業員に適用する。

(1)　契約従業員（１年以内の期間を定めて雇用された従業員）

(2)　臨時従業員

(3)　嘱託従業員

(4)　パートタイマー

(5)　その他前各号に準ずる者で会社の指定する者

第○条（労働契約の期間）

１．会社は、雇用契約の締結にあたって期間の定めをする場合には、１年の範囲内で、契約時に本人の希望を考慮の上、各人別に決定し通知する。

２．本条の有期雇用契約は、契約期間満了をもって終了する。ただし、所要の基準を満たした場合に限り、新たに雇用契約を締結することができる。

３．継続勤務期間が３年（５年）を超えることとなるときは、業務の内容、責任の程度、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、契約内容を全面的に見直すものとする。

４．同一の者について有期雇用契約を締結することができる期間は、初めて会社と雇用契約を締結した日から３年間（５年間）を限度とする。

第○条（契約の更新）

１．前条の契約について、当該雇用契約の期間の満了後における契約の更新の有無を、別紙の労働条件通知書に記載する。

２．更新する場合又は更新しない場合の判断基準は次のとおりとする。

(1)　契約期間満了時の業務量により判断する

(2)　当該従業員の勤務成績、態度により判断する

(3)　当該従業員の能力により判断する

(4)　会社の経営状況により判断する

(5)　従事している業務の進捗状況により判断する

(6)　その他前各号を総合的に勘案して判断する

第○条（更新時における年齢制限）

１．その契約期間満了日において、正社員の定年年齢を超えるときは、原則として、新たな雇用契約は締結しない。
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